令和　　年　　月　　日
　様
(法人住所)
(法人名)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(代表者名)　　　　　　　　　　　　
令和　　年度介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書変更届
　令和　　年度介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書について、下記のとおり変更したので届け出ます。
記
１　変更年月日（事実発生日）　　　令和　　　年　　　月　　　日
２　変更内容
※下記の(1)～(7)の該当する項目に☑印をし、各項目に必要事項を記載してください。
□(1)会社法による吸収合併、新設合併等により計画書の作成の単位が変更となる場合
	合併後の前の賃金
改善の所要実績
	介護職員処遇改善
	円

	
	介護職員等特定処遇改善
	円

	承継後の賃金改善に関する内容(概要を記載してください。)


□(2)複数の事業所を1つの計画書にまとめて申請し、事業所の増減があった場合
	異動事由
	介護保険事業所番号
	事業所の名称
	サービス名
	加算の区分

	
	
	
	
	介護職員
処遇改善
	介護職員等特定処遇善

	新規指定・移転
廃止・その他
	27
	
	
	
	

	新規指定・移転

廃止・その他
	27
	
	
	
	


・移転による事業所番号の変更の場合は、移転により廃止される番号を異動事由「廃止」として記載し、次の行に「移転」として新たな番号を記載してください。
・計画書記載のすべての事業所を廃止する場合は、変更届ではなく、「介護職員処遇改善実績報告書・介護職員等特定処遇改善実績報告書」の提出が必要です。
　□(3)ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件等に関する適合状況に変更があった場合(該当する処遇改善加算の区分に変更が生じる場合又は処遇改善加算(Ⅲ)若しくは処遇改善加算(Ⅳ)を算定している場合におけるｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅰ、ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件Ⅱ及び職場環境等要件の要件間の変更が生じる場合に限る）【処遇改善加算のみ】
□(4)介護福祉士の配置等要件に関する適合状況に変更があり、該当する加算の区分に変更が生じる場合
　　　※賃金改善計画や介護福祉士の配置等要件の変更【特定加算のみ】

　□(5)喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせないことにより、入居継続支援加算や日常生活継続支援
加算を算定できない状況が常態化し、3か月以上継続したことによる加算の変更【特定加算のみ】
　□(6)別紙様式2-1の「2 (1)④ⅱ【基準額1】」「2(2)⑥ⅱ【基準額2】」「2(2)⑦ⅳ【基準額3】」の額に変更がある場合
　　※当初、処遇改善加算のみを提出していた事業所が、年度途中から介護職員等特定処遇改善加算を届出する場合を含む。
□(7)就業規則、給与規程等の改正した場合（介護職員の処遇に関する内容に限る。）

	改正内容（概要を記載してください。)



※(1)～(6)内容を変更し、計画書の内容（金額）に変更がある場合、介護職員処遇改善計画書・介護職員等特定処遇改善計画書(別紙様式2-1、2-2、2-3)を提出すること。
	担当者名
	

	電話番号
	











